
神戸市労働組合連合会との交渉議事録 

 

１． 日 時：令和５年９月 28 日（木） 17：30～17：45 

２．場 所：行財政局会議室（１号館 13階） 

３．出席者： 

 （市）行財政局長、給与課長、給与課係長３名、他１名 

    水道局副局長、経営企画課課長 

    交通局副局長、経営企画課課長 

    教育委員会事務局総務部長、教職員課係長 

（組合）市労連執行委員長、副執行委員長４名、書記長、他 21 名 

４．議 題： 人事委員会勧告を受けて 

５．発言内容：  

（ 市 ） 平素より、皆さま方には、何かとご協力いただき、感謝申し上げます。 

本年度の人事委員会勧告についてでございますが、去る９月 11日に、民間給与との０．

９３％の較差解消のため給料表を引上げ改定し、期末・勤勉手当について０．１月引き上

げるという、給与及び特別給ともに引き上げる勧告がなされております。 

一方、本市の財政状況につきましては、超高齢社会の進展に伴う社会保障費の増加等に

より、一層厳しくなることが予測されております。そのような中においても、持続可能な

行政サービス提供のため、業務改革やＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）の推進

など、引き続き「行財政改革方針 2025」を着実に実行していく必要があると考えておりま

す。 

また、私ども地方公務員の給与については、依然として、国を上回る給与・休暇等の各

種制度について見直しを行うよう国からの指導も強く受けており、引き続き給与水準をは

じめ、基礎自治体としての役割を踏まえた各種制度の適正化に取り組んでいく必要があり

ます。 

さらに、本年の人事院の報告においては、「給与制度のアップデート」として、より職務

や個人の能力・実績に応じた体系へシフトしていく方向性が示されております。具体的に

は、令和６年に向けて措置を検討する事項の骨格案として、「人材確保を支える処遇の実

現」、「職員の役割・貢献に応じた処遇等の実現」、「職員の選択を後押しする給与制度上の

措置」の３点のほか、令和６年以降も、給与水準の在り方、65 歳定年を見据えた給与カー

ブの在り方等に引き続き検討を進めるとされており、国や他の政令指定都市の動向を注視

していく必要があるとされております。 

本市におきましても、この間、皆さまと協議を行いながら様々な見直しを進めてきてお

りますが、係長の処遇改善をはじめ、頑張っている職員が真に報われる人事・給与制度に

なるよう取り組みを進めてまいりたいと考えており、勤務労働条件に関する内容につきま

しては、皆さま方と協議をしながら取り組んでいきたいと考えております。 

いずれにいたしましても、職員の給与改定につきましては、これまでも人事委員会勧告

を尊重して対処してきたところでございますが、国におきましても人事院勧告に対する取

扱いがまだ明らかになっていないこともあり、本日のところは具体案をお示しするにはい

たっておりません。 

今後、国や他都市の動向を注視しながら、皆さま方と十分に協議をしてまいりたいと考



えておりますのでよろしくお願いします。 

（組合） 給与改定について、今年の大きな課題は全世代で実質賃金を引き上げることだと考えて

いるので、十分検討してもらいたい。次回の交渉までに要求内容を取りまとめる予定をし

ておりますので、よろしくお願いします。 

（ 市 ） 職員の給与改定につきましては、これまで同様、人事委員会勧告を尊重していく姿勢に 

変わりはございませんが、 改定内容につきましては、当局において十分に検討を行い、そ

の取扱いについて皆さま方と十分に協議させていただきたいと考えておりますので、よろ

しくお願いいたします。 

 


